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１．事業目的 

本研究事業においては、重度化への対応状況や地域における認知症ケアの拠点とし

ての役割への対応状況及び夜間支援体制の状況に着目し、認知症高齢者グループホー

ムにおける介護サービス提供実態に関するアンケート調査やタイムスタディ調査を実

施し、基礎的データを収集・分析することにより、その実態について明らかにすると

ともに、対応する上での課題について検討することを目的として実施する。  

 

２．事業結果の概要  

（１）重度化への対応について  

ADL の重度化や終末期ケアに、それぞれ半数以上の事業所が積極的に対応してい

た。また、ADL の重度化に対応している事業所の多くが、重度になっても、認知症

の人の尊厳ある生活や、役割・残存機能に着目した支援を心がけていた。対応が必要

な事業所においては、平均要介護度がやや高く、より手厚い人員配置で対応する傾向

や、重度になるに従って、重度化対応に必要な福祉用具を導入していた。一方、そう

した入居者の重度化へ対応するにあたって、職員の負担の増加（休日・時間外出勤や

業務増加などの時間的負担増や身体的・精神的負担感の増加）やシフト調整、人材確

保、個々の容態に応じた福祉用具の導入が課題となっていた。 

（２）地域支援の取組について  

認知症の人やその家族を対象とした具体的な取組については、概ね１～2 割程度に

とどまっていた。一方、取組数が 5 以上の事業所も約 1 割強あり、そうした事業所

は、より手厚い人員配置になっている傾向がうかがえた。また、地域支援に取り組む

ことは、活動・参加の機会の増加や地域住民の協力が得やすくなるなど、入居者にと

っても、より地域の中でその人らしく生活しやすくなることにつながっていること

がうかがえた。特に、取組数 3 以上の事業所の方が取組数 2 以下の事業所に比べ、

そうした効果を感じている事業所が多かった。地域支援に取り組むにあたっての課

題としては、職員のスキルアップや職員の負担の増加（休日・時間外出勤）、関係者

との企画・調整に係る人員の確保が多くの事業所で挙げられた。  

（３）夜間支援体制について  

夜勤者のシフト調整に苦慮する一方で、入居者の重度化や非常災害時、入居者の急

変時を考慮するとユニットごとに 1 名以上の配置が望まれていた。また、約 3 割の

事業所が見守り支援機器を導入しており、導入事業所においては、転倒リスクの軽減

や適切なタイミングでのトイレ誘導に効果があることが明らかになった。夜間タイ

ムスタディ調査からは、機器の情報から適切なタイミングでの直接介護が可能とな

ることが示唆されるとともに、ケアプランの見直しにも役立てられていることが明

らかになった。職員調査からもケアの質の向上や職員の時間的・精神的負担の軽減に

効果があることが明らかになった。  


